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1 はじめに

BSE問題で日本中が大騒ぎになって 5年あまりが過ぎ

た。まだ必ずしも平穏とは言えないようだが，あまり騒が

れなくなった側面も実はある。2006年には日本で 10頭も

の，これまでになく多数の BSE牛が確認され，そのうち

4頭は全頭検査によるものだった。BSE検査には検出限界

があるから，日本産牛肉の BSEリスクはほぼそのまま全

頭検査の確認の多さに比例する。その点で現在の日本産牛

肉のリスクはパニック当時から軽減されてはいないのだ

が，こうしたことは世間的にあまり注目されていない。

2006年最後の BSE牛確認（12月，31頭目）など，私の

見落としがないとすれば全国紙にも雑誌類にも全く報道さ

れることがなかった（私がこの件に気付いたのは，米国の

業界紙のサイトによってであった）。騒ぎはもっぱら米国

を中心とする輸入牛肉の問題をめぐって繰り返されている。

ジャーナリズムだけではない。全頭検査の対象月齢の改

正をめぐって厚労相が食品安全委員会に諮問した 2004年

10月以来，担当のプリオン専門調査会は，事実上もっぱ

ら米国牛肉輸入再開のための手順により忙殺されてきた。

輸入再開後すぐまた脊柱の混入問題で再停止となるなか，

2006年 4月の専門調査会委員の再任にあたっては，半数

の 6委員が辞任された。うち 5委員は再任を辞退され，1

委員は年齢制限によって再任されなかった 1。辞任委員の

多くは私のような畑違いの者でさえよくお名前に接する

BSEないし TSE研究の第一線の専門家である。米国の強

圧的態度とそれに大筋で従う日本政府の姿勢は，通商外交

においては繊維交渉以来，何十年もくり返されてきたこと
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である。この辞任の少し前，しかし辞任の意向や方向が

すでに決まっていたかと思われる時期であったが，私は

第一線の専門家がこの種の業務に拘束されることについ

て疑問を呈したことがある 2。今後，専門調査会とその委

員諸氏がこうしたルーティンとのつきあいに終わらず，

本来の任務を基本とされることを再度願っておきたい。

なお，安全性にかんして，私は米国牛肉と日本の牛肉

は質が異なるのだと思っている。米国の危険につながる

要素の目立ったところを挙げれば，いわゆる回転ドア人

事による官・学・業界の癒着ぶりは相当なもので，独立

したリスク・アセスメントの機構もなく，肉骨粉の混入

防止策さえいまだに実行できていない。さらに日本向け

牛肉への脊柱混入のばあいは検査官まで規制を理解して

いなかったし，再再開後にも認可のない胸腺の荷が混載

されたり，韓国の輸入再開後には小骨片がくり返し混入

し，これにたいする米国当局者の反応は開き直りととれ

るなど，規制の遵守についての信じられないほどの粗さ

が目立つ。しかし他方で，複数の監査機構による厳しい

監査がくり返し行われ，当初は粗さが通例の規制遵守が

時間を追って締められていく独自のシステムをそなえて

もいる。日本の畜産関係で，規制のあり方に関してこの

種の厳しい監査が機能した例を私は知らない。米国の

BSEアセスメントのあり方もこれまた粗いとの定評だが，

しかしその粗さをどのように考慮したとしても，BSE汚

染の程度は日本の方がずっと濃密であるといわざるを得

ない。

ようするに違いは，密な汚染を密なスクリーンで濾す

のか，粗な汚染を粗なスクリーンにかけるのかにあり，

リスクの質が違うのであって，数字に還元した比較は出

来ても，リスクがあらわれる場合の具体的な形が大きく

違うため，リスクの質にかんする選択は別問題として残

ることになる。国の単位で行う選択には不向きの問題で

あって，リスクの質の違いが明瞭に示され，それを消費

者が理解してそれぞれの行き方で選択するほかない。

ただし，現在の汚染度がはるかに低いとしても，米国

が現行の規制を続ける限り，日本で BSE問題が基本的に

解決されることがあったとしたその時点で，米国におい

てなお未解決である公算はあり得ると思われる。

というわけで私は米国，カナダの牛肉に関しては，加

工食品，外食材料などの表示を整備して消費者の選択の

条件を整えることこそ重要だと考えている。日本の市場

にとって輸入牛肉は不可欠であって，他の機会にも書い

たけれども，米国牛肉と比較すべきは米国牛の穴埋めに

輸入される他の国からの牛肉なのだ 3。その意味では，現

在プリオン専門調査会で検討中の，他の牛肉輸入先のリ

スク評価が出来るのなら結構だと思う。ただし本格的な

実行には膨大な仕事量に応じた組織が必要になるし，さ

らに，精密な評価を下すことが出来たとしても，EUの

GBR（後出の注 11参照）がそうであったように，日本で

行った評価を規準に他国からの牛肉等の輸入を規制する

ことは許されることではない。規制が出来るのは対象国

でその国で生まれた牛の BSEが確認された場合にかぎら

れる。しかし評価は消費者が選択に有効に活用すればそ

れなりの意味を持つことになるだろう。

このように考えて私は，騒がれている形の輸入牛肉問

題よりは，むしろ世間の関心の薄い日本の牛の BSE事情

の考察のほうが重要だと思っている。こと BSEにかんし

ては，牛肉の安全はこの疫病の克服によらなければ得ら

れないからだ。この 2ないし 3年，日本の BSE確認には

これまでとは全く違う新しい傾向が生まれている。まず

は日本の BSE状況の特徴を捉えるために，EU諸国との，

検査の状況の比較から始めよう。

2 日本と EUの比較――BSEの検査状況

ヨーロッパ以外に限って比較すると，日本は，もっと

も本格的な BSE検査を行い，最も多くの BSE確認を経験

し，そして判明している限りでは BSE汚染の密度が最も

高い国である。

そこで本章では，BSEの発生地であり，多数国の充実

した BSE検査結果が得られる唯一の場である EUのデー

タを日本のそれと比較して，日本の置かれている状況の

位置付けを試みる。大陸ヨーロッパでは 2000年秋，日本

ではその翌年秋に自国の BSEをめぐる深刻なパニックが

あり，それに対応して BSE検査の態勢も本格的なものに
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1 日本の TSE問題研究の草分け的存在の山内氏が再任され
なかったのは，原則として 70歳以上は選任しないとの食品
安全委員会の方針による。この方針は 2005年 6月の第 101
回委員会の決定にもとづくものであるが，議事録では年齢
制限について何らの説明も質問もなく採択されている。と
ころで報道によれば，本人は答申の扱われ方などについて
多いに批判があるのだが，要請があれば就任の意向だった
という。それに同氏は最初の選任の時からすでに 70歳以上
であったという。ようするに，素知らぬ形で諮られた 70歳
上限案は異論の多い山内氏排除の気配を伴うものであった。
食品安全委員会の決定の際の議事録には，再任予定の時点
で 70歳以上の委員がいるとか，就任時すでに 70歳以上で
あった委員がいるとかの説明はなく，そうした内容の質問
も記録されていない。学者委員がそうしたことの配慮に欠
けるのはむしろ当然だが，事務局側がその点を調べていな
かったとは思えないし，気付かずにはかる運びになったの
であれば，それはそれで重大な職務怠慢であろう（食品安
全委員会 2005参照）。

2 星野 2006 3 星野 2006



組換えられた。ただし，日本で例えばいわゆる死亡牛検

査の実施が大きく遅れたように，実施当初にはそれぞれ

未整備のところもあったかに思われるので，パニックの

翌々年からの数年間―― EUは 2002－ 05年（暦年ベー

ス），日本は 2003－ 06年度前半（年度ベース）について

BSE検査のデータを比較して，それぞれの検査状況を検

討してみよう。なお，日本については，北海道とそれ以

外で確認状況が相当異なるため，これらを区別しての検

討も試みたい。

2 － 1 日本の検査状況

日本の確認状況の全体像については「3 近年日本の

BSE確認状況から」において検討するので，ここでは，

EUとのデータの突き合わせが出来て，そしてそのために

必要と思われる限りで簡単に日本の検査状況を取り上げ

る。EUとの対比をつうじて新たな視点を獲得したうえで，

あらためてBSEに関する日本の現状を考察するためである。

2 － 1－ 1 「A 死亡牛等検査」

対象期間の日本の検査状況をまとめた図表 1を見よう。

一見して 0の行列が目立つ二つの箇所の説明を最初に済

ませておくことにする。そのうち「A 死亡牛等検査」の

「北海道以外」については，相当数の検査の中で今のとこ

ろ BSE陽性の牛が見つかっていない，という事実を示し

ているにすぎない。検査数でも北海道の割合は高い。死

亡牛等検査の体制が確立された 2004年度以後では，全国

の検査数の 48％を北海道が占めている。いうまでもなく

乳牛の割合の多いことが検査数の多さをもたらしている。

乳牛は飼育期間が長いうえに，出産を繰り返して故障等

の可能性も高いからだ。また給餌の違いや高齢が乳牛の

確認率の高さをももたらす。これまでの検査で BSE確認

された死亡牛はすべてホルスタインの雌であるが，「A

死亡牛等検査」の確認率はスクリーニング検査の「C そ

の他」の 10倍強である。

BSE対策を科学的な根拠にもとづき行うには，まずは

BSE汚染状況を確かめることが第一であり，汚染状況を

確かめる上では死亡牛等の検査が枢要の位置を占めるこ

とは，パニック当初から強調されていた 4，この検査の重

要性が実績の上でも確かめられたわけである。同時に実

績が示しているのは，北海道の死亡牛等検査の重要性で

ある。したがって，資源等の制約から当初から全国一斉

に実行できないという前提にたった場合，まず乳牛の多

い北海道を優先してこの項の検査を実行すべきだったと

いうことも実績から明らかである。農水省が行ったこと

は真逆であった。もう一つ，2004年度以降，確認数，確

認率ともに増大傾向にあり，これが全体としての日本の

確認の増大をもたらしている。

2 － 1－ 2 「B 生体検査で症状あり」

もう一つの 0の行列は「B 生体検査で症状あり」の

「北海道」の箇所で，検査数がすべて 0となっていて，当

然確認数にも 0が並んでいるところである。これについ

ては若干の説明を要する。屠畜場に来た牛のいわゆる全

頭検査において，まず生体検査が行われ，BSEにかかわ

る可能性のある症状やその兆候の見出された牛と，「その

他の牛」とに分けられるが，「B 生体検査で症状あり」

は前者を指している。北海道においては，ここでとりあ

げた期間についてこの項に該当する牛はいなかった。他

方「北海道以外」では各年度 6,000～ 8,000程度がこの項

に該当するものとされている。スクリーニング検査全体

の対象数で全国の 16％程度を占める「北海道」であり，

しかもその中に廃用となった乳牛（もっぱら食肉用に育

てられた牛よりも高年齢）が含まれる割合が当然のこと

－ 33 －

日本と EUの BSE検査実績　―比較研究 33

4 この点をめぐる討論と事実関係等については内田　誠
2003，第 1部第 1章を参照せよ。



ながらずいぶん高いはずだと考えれば，もし全国の他の

地区と規定の適用規準が同一であったならば，おそらく

「北海道以外」の数割程度はこの項の検査数が記録されて

いたものと考えられる。明らかに，この項の規定の適用

規準におけるくいちがいを示している。この点につき北

海道庁に問い合わせたところ，規定の適用を厳密にした

結果こうなったとのことで，具体的には，この表の対象

時期に先だつ BSE確認第 4例（2002年，73ヵ月齢）が北

海道でこの項に該当するものとして検査された唯一の例

であり，同時に確認された唯一の例であるという（した

がって表と同様に「確認率」を計算すると 10,000.000とい

うとてつもない率になる）。厳密な適用のあり方を見るう

えで，これとの対照例として示していただいたのが第 18

例（2005年，68ヵ月齢）である。「起立不能，両股関節

脱臼」と記録されているものだが，「神経症状や全身症状

を呈していない」ことから「その他の牛」とした，との

こと 5。以上の趣旨の説明を頂いた 6。なお，EUについて

の分析の際に紹介するが，EUでもこれに対応する項の規

準の適用は国により，また年により大きなばらつきがあ

る。統計の有意性にかんしてはこの種のくいちがいは困

るのだが，難しい判断をはらむ問題であるらしいことは

理解できる。

この項のこの期間における確認は「北海道以外」の一

件に過ぎない（第 6例，和歌山県，83ヵ月齢）。死亡牛等

検査に匹敵するほどの確認率となっているが，検査数が

限られている上，記録では「起立障害」とのみ記されて

おり，規定を「北海道」と同様に厳密に適用した場合に

この項に該当するものかどうか，少なくとも記録だけか

ら私には判断できない。今の段階では判断を留保せざる

を得ない。

2 － 1－ 3 「C その他」

スクリーニング検査のうち，生体検査で BSEにかかわ

る可能性が認められなかった牛が「C その他」であるが，

当然のことながら確認率は前二項に比べて格段に低い。

2005年度における「北海道」の 4頭が突出しており，全

期をとおしての確認率でも，「北海道」が「北海道以外」

の 4倍の値を示しているほかには特に顕著な傾向は見ら

れない。

2 － 1－ 4 全体として

この 3年半にわたる期間に日本では都合 435万頭余の

検査を行い，22頭の BSE牛を確認した。各年度における

検査頭数には「D 合計」で見ればさしたる変動はない。

その中で確認率が着実に上がっていることが特に注目さ

れる。こうした確認数の増加傾向に大きく作用している

のが，22頭中 10頭を占める「北海道」の「A 死亡牛検

査」の確認である。「北海道以外」では全体で 7頭の確認

が，漸減傾向のようにも見える。この傾向は年間百万頭

規模の検査の結果ではあるが，確認の絶対数が少ないた

め，1頭の追加的確認でも確認率のジャンプがあり得るた

め，なお確定的な判断は出来ない。

2 － 2 EUの検査状況

2 － 2－ 1 EUの検査対象区分

検査結果を比較対照するためには，まず検査の対象区

分の対応を求めなければならないが，EUの BSE検査の

対象区分は全体をアクティブ・モニタリングとパッシ

ブ・サーベイランスに分けることから始まって，日本の

場合と考え方が異なる。公式の説明では次のような構成

になっている。

Active monitoring

（1）Fallen stock

（2）Emergency slaughtered animals

（3）Animals with clinical signs at ante-mortem 

inspection

（4）Healthy slaughtered animals

（5）Animals culled under BSE eradication

Passive surveillance

（6）Suspects subject to laboratory examination

2 － 2－ 2 日本の区分との照応

まず，「（1）死亡牛」7，「（2）緊急屠畜牛」が図表 1に

おける日本の「A 死亡牛等検査」と同等の分類項に属す

ることは明確であろう。さらに「（5）BSE撲滅政策によ

る処分牛」がここに加わる。これは BSE確認された牛の

子や BSE牛と生後一定期間同居していたなどで処分・検

－ 34 －
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5 後に見る図表 8は厚生労働省の発表する BSE確認の一覧
に何らかの症状の記載のあるものをすべて「症状ある牛」
としたため，扱いがくいちがっている。

6 この「B 生体検査で症状あり」の項の検査対象数は北海
道庁のホームページで公表されていないため，電話による
問い合わせの上，さらに上記疑問点につき書面での確認を
お願いした。北海道庁保健福祉部保健医療局食品衛生課
食肉検査グループ主査　横山氏にはご多用中にお手間を取
らせ申し訳なかったが，丁寧かつ明快なご解答をいただき，
おかげさまで本稿が必要とする資料を整えることが出来た。
記して感謝する。

7 なお，上の一覧の英語表記をここでは邦訳して示すが，
原文が羊，山羊などを含む家畜の伝達性海綿状脳症への汎
用規定として“animals”等の一般的表現をとっているとこ
ろを，本稿は BSEのみを取り上げているので，「牛」とし，
また対象の区別がわかるように，付されている説明内容を
取り入れた意訳を心がける。以下同様。



査された牛を指している。このほか，パッシブ・サーベ

イランスの対象として別区分の「（6）申告による BSE疑

い牛（生産者，獣医の申告によるラボラトリ検査対象）」

は生産者ないし獣医が BSEにかかわる可能性を申告した

ものを指しており，これも日本では，申告があれば，い

わゆる死亡牛サーベイランスの対象とされる制度になっ

ている 8。これらを日本の「A」に対応するものとして，

EUの「A 死亡牛等」としてくくることにしよう。

つぎに「（3）生前検査で症状あり」は，表現としては，

そのまま日本のスクリーニング検査の「B 生体検査で症

状あり」に対応する。ただし EUの（3）の規定には単に

BSEの疑いをもたれた牛ばかりでなく，続いて「その肉

が人の消費に適していない可能性ある病気ないし全身状

態の故障の兆候を示す牛」という別の枠が追加されてい

る。日本の「B 生体検査で症状あり」にこの種の枠は見

られないので，日本の「B」との間で，＜ BSEを疑わせ

る要因は見られなかったが，食用不適とみなされる病気，

障害ありと判断された牛＞が検査対象に加わっている点

でくいちがいが避けられないことを示している 9。またす

でに指摘したように，日本では地域により規定の適用に

相当くいちがいのあることがわかっており，EUについて

も国別，時期別に大きなくいちがいがある（後述）。この

項は，死亡牛等の検査とともに，確認率が高い筈の項で

あり，残念なことではあるが，データとしての厳密な対

応を求めることがとりわけ困難である。しかし一応，日

本の「B」に対応するものとして EUの「B 生前検査で

症状あり」としておこう。

「（4）健康屠畜牛」はおおよそのところ日本のスクリー

ニング検査の「C その他」に対応すると考えて良いだろ

う。ただし，EUの（4）には「健康」との限定が付され

ていること，さらに上に見た（3）に加えられた条件から，

食用可を意味するらしいこと（注 9参照）を考慮すると，

少なくとも関連規定を文字通りに解釈する限りでは日本

の方が範囲を幅広くとっているらしいことに留意してお

くべきだろう。その差に留意しつつ EUの「C 健康食用

牛」としておこう。

異なるシステムにもとづく検査結果の統計を比較対照

することに相当の無理を伴うことは致し方ない。また EU

の場合も各項の検査対象区分につき，適用基準が決して

一義的ではなく，くいちがいがあり得ることを資料作成

者が断ってもいる。そうした原資料の問題点が厳密な検

討を阻害する要因であることも認めなければならないが，

日本，EU双方の原資料が，対象区分の実行においてやや

曖昧な部分を残していることは，かえって異なる規準に

基づく 2つのデータを付き合わせる余地を与えていると

も考えられる。このように考えて，上記のように大枠の

対応関係を求めることによって大ざっぱな比較を試みる

こととした。

試みようとする比較対照の枠組みを整理して示すと下

のようになる。

さて，このような形で日本の検査体制との比較可能性

をもとめて EUの検査実績を整理すると次頁の図表 2が得

られる。

まず EUの検査結果の一般的特徴をざっと概観した上

で日本との比較を試みることにしよう。

2 － 3 EUの検査結果が示す傾向

2 － 3－ 1 15 ヶ国合計の動向

はじめに時系列の変化を見るために，1995年に EUに

加盟していた 15ヶ国の検査の状況を見よう（2004年加盟

の 10ヶ国についてはまだ時系列的変化を見るほどのデー

タが与えられていない。また，ポーランドが飼育規模に

おいて，アイルランド，イタリアなどと並ぶ 3百万頭と

中位の規模であるが，それに次ぐチェコは 60万頭台とい

うように，小規模畜産国の集合である）。

15ヶ国合計のデータの 4年間の動きを見て，なにより

も顕著なのはすべての項での確認率の低下である。とり

わけ低下が明瞭なのは「A 死亡牛等」で 02年の確認率

を 1とすると 05年は 0.22と 5分の 1近くまで低下してお
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8 日本の制度で，BSE確認牛のコホート等として処分され
た牛の検査がいわゆる死亡牛検査に属すること，および，
獣医や生産者からの BSE疑いの申告があった場合の検査も
同じ区分となること，については農水省消費安全局動物衛
生課に確認していただいた。なお，日本では民間からの
BSE疑いの申告はないとのことであった。ご多用中丁寧な
ご説明を頂いた同課に感謝する。

9 同時にこの規定は EUの（4）Healthy slaughtered animal
が食用に供して良い牛を指していることを示すものと理解
され，次に見る「C」の項の適用範囲にも影響を及ぼす。

日本 EU

A 死亡牛等検査 A 死亡牛等
（1）死亡牛」
（2）緊急屠畜牛
（5）BSE撲滅政策による処

分牛
（BSE牛と同居等）

（6）申告による BSE疑い牛
（生産者，獣医の申告によ
るラボラトリ検査対象）

B 生体検査で症状あり B 生前検査で症状あり
（3）生前検査で症状を示し

た牛
C その他 C 健康食用牛

（4）健康屠畜牛



り，それについで「C 健康食用牛」も 02年を 1として

0.39にまで低下した。これら二つの項では確認数の減少も

顕著である。「B 生前検査で症状あり」の項では確認数

の減少にやや停滞が見られるものの，ここでも確認率は

着実な低下を見せ，02年を 1として 05年には 0.56となっ

ている。こうして「D 合計」において，確認率は 02年

を 1として 0.28と，4分の 1に近づこうとする形勢を見せ

ている。このような確認率の顕著な低下は明らかに日本

の場合とは異なっており，その要因が気になるところで

あるが，これについては，BSE確認牛の生まれ年分布の

データなどを参考にしたうえで考えることにしよう。

検査数についてみると，飼育頭数の漸減 10に対応して全

体の検査数と「C 健康食用牛」の検査数は明瞭に漸減の

傾向を示している。これに対して，「A 死亡牛等」の検

査数はあまり変動がなく，「B 生前検査で症状あり」の

検査数は変則的に動いている。後者の要因については国

別の動向で見ることにする。

2 － 3－ 2 国別データに見る確認率

国別データを概観してまずはじめに目を引くのは，EU

の中で確認率にかなりはっきりした階層差が見られるこ

とである。「D 合計」でみると，際だって高く 1000分の

1程度の確認率を示すのが英国とポルトガル，これを第 1

群とすると，第 2群は 1万分の 2レベルで，2002年の 15

ヶ国平均に近い確認率のアイルランドとスペインである。

確認率の最も低いのは 10万分の 1以下のオーストリアと

デンマークで，これを対象期間に確認の無かったスウェ

ーデン，フィンランド，ギリシャの 3国と合わせて第 4

群（いずれも飼育規模の小さい国であり，少数でも追加

の確認があれば確認率がジャンプする可能性はある）と

すると，第 2群と第 4群の間に確認率 10万分の 2～ 4程

度のフランス，ドイツ，イタリア等の大国を含む 6ヶ国

が第 3群を構成している。牛飼養頭数の極端に少ない国

の場合はまだある程度のブレがあり得ようが，大多数の

国の 4年間の検査実績は，検査が着実，適切に行われて

いるとすれば，それぞれの BSE汚染度をかなり正確に表

現しているものと思われる。

EU内では BSE対策としての規制の実施規準を独自の

推計方法にもとづく GBR11のレベルによって区分してい

るが，EUの先行 15ヶ国については，そろそろ検査実績

にもとづく区分を行った方が合理的かと思われる程度に

実績が積み重ねられている。なお，この「D 合計」で見

た階層差は，「A 死亡牛等」においてはあまり乱れるこ

となく，ほぼ同様に現れている。すぐあとに見るように，

この「A」に合算されているうちの「（6）申告による

BSE疑い牛」（生産者，獣医の申告によるラボラトリ検査

対象）の確認率数値には相当大きなばらつきが見られる

のであり，「A」の中でも死亡牛，緊急屠殺牛が，いわば

標準的な確認率を示したものである。

「D 合計」によって見たこの階層差が，個別の項の確
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10 飼育頭数の減少はさまざまな形で現れた BSEの影響によ
るものと思われる。なお，図表 2の対象外だが，2006年に
はフランス以外で相当の頭数減少が見られた。これは EUの
補助金カットによるもので，フランスは EUの規定に反して
独自の補助金を与えて頭数を維持した。



認率において乱れる部分は限られている（ただしルクセ

ンブルクの場合のような，検査規模が極めて小であるた

めの突出は度外視）。その一つは「B 生前検査で症状あ

り」の項の第 1群と第 2群との確認率の錯綜である。と

りわけスペインの高率が目立つ。ただしこの項では，後

にふれるように，国により検査頭数のばらつきが大きい。

第 1群，第 2群ではポルトガルとスペインが比較的安定

して相当数の検査を行っているが，アイルランドでは 02

年以外この項の検査がなく，英国は 04，05両年こそ 1万

5千頭以上の検査を行ったため平均数値は高いが，それ以

前の検査は限られていた。データそのものの偏りも考慮

する必要があろう。

その点を補う試みとして，この「B」項と「A 死亡牛

等」に含まれる「（6）申告による BSE疑い牛（生産者，

獣医の申告によるラボラトリ検査対象）」との違いは，屠

畜場に行く前に疑われたか，屠畜場の生前検査で疑われ

たかの違い（民間の自主的判断か，公的機関の判断かの

違いでもあるが）に過ぎないと考えて，この（6）と「B」

を合わせて「広義の BSE疑い牛」とし両者を併せた確認

率をとってみる（図表 3）ことも出来る。ところが，この

（6）は検査数がドイツのみを例外として一般には少なく，

確認率が極めて高い（例えば 15ヶ国全体でも，2002年に

は 4頭に 1頭以上の割合で，それが 05年には改善された

がなお約 40頭に 1頭，4年平均では検査数の 1割以上が

BSE牛と確認されている）ために，検査数のばらつきの

大きい「B」項のデータの偏りを緩和することに役立つも

のではなかった。むしろ一層傾向が強調されたのかも知

れない。今度は英国（2％台）とアイルランド（5％台）

の確認率の高さが目立つが，いずれも（6）の高率（英国

では 4割以上，アイルランドも約 14％）に左右されてい

る。英国とアイルランドは BSEに悩まされた期間がとり

わけ長く，生産者や民間の獣医の注意力と判断力の蓄積

がすすんだことなどが，このように民間からの申請にも

とづく BSEのつきとめが進むことになったのかとも思わ

れる 12。図表 3でもう一つ目を引くのが，第 3群のフラン

スの高率（8％弱）である。フランスのこの高率は，他国

では相当数の検査を行っている「B 生前検査で症状あり」

の対象が 4年をつうじてゼロであり，したがって検査数

の少ない「（6）申告による BSE疑い牛」の，その項の中

では平均値以下の確認率がそのままに出たため目立った

ものである。
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11 GBR（Geographical BSE Risk） は EU の食品安全庁
（EFSA）のもとで行われる BSE汚染度の推計による格付け
で，評価を申請した国は「Ⅰ　極めてありそうにない」か
ら「Ⅳ　高レベルで確認」までの 4 レベルに評価される。
本稿の第 1群から第 3群までについてはすべて 2000年にな
された評価が維持され，英国とポルトガルがレベルⅣ（「高
レベルで確認」），他はすべてレベルⅢ（「ありそうだが未確
認あるいは低レベルで確認」）とされている。第 4群のうち
スウェーデン，フィンランド，オーストリアは 2000年評価
では「ありそうにないが（可能性を）排除できない」のレ
ベルⅡと評価されていたが，フィンランド，オーストリア
は BSEの確認により，2002年にⅢに変更され，スウェーデ
ンのみが 04年にⅡを更新した（ただし 06年に 1頭の BSE
牛が確認された。きまりでは再評価でⅢとなるはずである）。
ギリシャは 02年にⅢと評価された。日本は GBR評価を申
請したが，2001年，Ⅲとの評価案が示されたのに反発して
申請を取り下げ，おなじ年に最初の BSE確認があって，再
度申請することとしたはずだが，06年 8月更新の一覧には
まだ評価が記載されていない。
私が確認状況という，より具体的な指標にもとづき第 1

～第 4群という別の区分けを試みたのは GBRのレベルⅢが
汚染程度の幅を広くとりすぎており，実情に合わないかに
思われたからである。GBRの推計手法そのものへの疑義で
はない。実行されてきた検査の精粗に関わりなく評価する
行き方のために，その区分の粗さがもたらされるのだが，
その粗さは，人々の安全と諸利害にかかわる各種規制の規
準にふさわしいとは思えないのである。したがっておなじ
疑問は OIE（国際獣疫機構）のステイタス評価にも通じる。
勿論，検査実績による評価は，BSEの検査が量的，質的に
十分に行われており，検討対象となる飼育頭数が少なすぎ
ない場合にのみ可能となる。

12 この箇所執筆中に，アイルランドの BSE疑い申告にかか
わる，日本では考えられないニュースが飛び込んできた。
（Meating Place 06/12/27）。06年 12月に判決があったのだ
が，1996年に農夫が自分の牧場に外から BSE牛を持ち込ん
で群全体の処分を受け，政府から 10万ドル以上の補償金を
詐取した，という事件である。これに対して日本では民間
による申告がないと聞くにつけ，BSE牛をチェックされた
獣医さんが自死された不幸な事態が思い起こされる。日本
ではいまだに BSEの確認を嫌い，出来る限り隠蔽しようと
する風潮が支配的なのだろうか。アイルランドの事件は濫
用には違いないのだが，このような濫用があり得る程度に，
BSE疑いの申告について生産者を誘導する施策があっても
良いのではないだろうか？ドイツでの活発な申告をもたら
した事情とともに調べてみたい事柄ではある。



「C 健康食用牛」の確認率は英国の場合を例外とすれ

ば「D 合計」で見た階層差と大きく食い違ってはいない。

英国の場合は図表 2の注④に付記されているように，検

査対象となる 30ヶ月以上の牛をすべて食用から排除し処

分する制度によって一部しか検査対象とされなかったた

めかと考えられる 13。

2 － 3－ 3 項別の検査頭数

項別に各国の検査頭数を比較すると，EUの報告書もふ

れている，検査規準の適用におけるくいちがいがはっき

りと見える。もっとも極端なのは，EUの中で最大の牛飼

育規模をほこり，屠場で生前検査を受ける牛の数では 15

ヶ国の 3割強を占めるフランスで，この間「B 生前検査

で症状あり」とされた牛がまったくないことである。そ

の分，生産者や獣医による BSE疑いの申告（6）が多けれ

ば，民間チェックが十分に機能を果たしているというこ

とで，それなりのバランスがとれていると言えるのであ

ろうが，ここでも 15ヶ国の 7％程度しか検査されていな

い。EUではこの項に食用不適の牛も含まれるだけに不可

解としかいいようがなく，官民ともに「BSE疑い牛」を

見つけることに不熱心なのかと疑いたくなる。

なお「B 生前検査で症状あり」の項の検査頭数で一貫

してゼロを続けたのはフランスのみであるが，他国の場

合も検査数の不安定が目立つ。例えばアイルランドは 02

年に 2000頭規模の検査を行い，4頭の確認を得ているが，

その後この項での検査を行っていない。検査頭数がゼロ

または一桁の国が 02年には 4ヶ国，03年には 5ヶ国，04，

05両年には各 6ヶ国もあり，この間，各年 1000頭以上を

この項で検査した国は 5ヶ国しかない。検査数が特に多

いのはイタリア，ついでオランダである。これらの国で

は，生前検査を受けた牛の 7％および 3％が「B 生前検

査で症状あり」とされていて，両国で 15ヶ国のこの項の

検査牛の実に 6割を占めている。ようするにこの項の検

査の実施状況は国によっても，年によっても大きなばら

つきがあることを前提して，少数の国のデータのみ有効

と考えた方がよいのかも知れない。

他方，図表 3に示した生産者，獣医による「（6）BSE

疑い申告牛」ではドイツの検査数が突出して 15 ヶ国の

47％を占めている。もちろん，例えば飼育牛の構成（乳

牛と肉牛の割合など）が違えば，BSEを疑われる症状を

示す牛の比率にもそれに応じた相違がでるのは当然であ

るが，しかしそれは「D 全体」における確認率の相違に

も反映するはずであり，ここに見るような大きな偏りは，

検査規準の適用や民間の申告のあり方に統一がとれてい

ないことを物語ると考えるほかない。

このような項別検査頭数の顕著なばらつきは当然統計

の有意性の制約条件である。EUではこの節の始めに紹介

したような相当細かい区分による検査結果の数値を提供

しているのだが，その細部にこだわることにあまり意義

を見出し得ない。無理を承知で日本のより大枠の区分に

あわせる形で検討し，必要に応じて EUの細区分を見る

ことにしたのはそのためでもある。

2 － 4 EUと日本の比較

2 － 4－ 1 確認率の対照的動向

以上のそれぞれの概観から何よりも目を引くのは，全

体としての確認率の動向の対照的な姿であろう。EU15ヶ

国では顕著に確認率が低下しているのに対して，日本の

場合は逆に明瞭に上昇している。このような対照的な姿

を生み出した要因としてまず考えられるのは，BSE対策

実施の時間差である。自国の牛についての大規模パニッ

クこそ，大陸ヨーロッパと日本との間に 1年弱の差しか

ないのだが，おなじ EU内の英国ではその十数年前から

問題がとりあげられ，対応して EUとしての対策も実行

されたり協議されたりし続けて来た。また 1990年代初頭

から大陸でも，はじめに EU外ではあるがスイスの，続

いてフランスの自国産の，他のいくつかの大陸の EU加

盟国では輸入牛の BSEが確認され始めた。さらに，確認

のなかった国を含めて対策の強化が真剣にとりあげられ

たのが，1996年，英国政府がようやく人への感染（vCJD）

を認めたことによる大パニックの年であった。結果論と

して充分とは言えなかったのだが，大陸の諸国も何らか

の対策を考慮せざるを得ない状況におかれていった。日

本が自国の牛について曲がりなりにも BSE対策を始めた

のはこの最後の 1996年からだから，こうした BSE体験の

差が確認率の動向に現れたものと思われる。

2 － 4－ 2 EU内での BSE経験の差のあらわれ

この点を考察するための準備作業として，はじめに EU

の主な国 14を，自国産牛の BSE確認の早さの順位により

グループ分けしてその確認率の推移を見ることにした。

BSE問題の経過が長い分だけ，その間に幾度かのパニ
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13 この Over Thirty Months （略称 OTM） Ruleは英国政
府が BSEの人への感染可能性を認めたことによる 1996年の
激しいパニックの際，英国農業者同盟の提案により急遽実
施され 2005年 11月 7日まで継続された。したがって食用
に供されるすべての 30ヶ月を越える牛が検査対象となった
のは，図表 2の対象時期の最後の 2ヶ月のみである。なお，
OTMルール解除後も，1996年 8月 1日（MBM混入対策が
最終的に強化された日）より前に生まれた牛は食用から排
除されている。このOTMの成立事情については星野 1999を
参照せよ。

14 飼育と検査の規模が小さすぎたり，確認率が一般に低い
国の場合，一頭の確認でも確認率がジャンプし，逐年変化
の考察には適さないため省略した。



ックを経験してきたが，大陸諸国を大きく巻きこんで

BSE 対策を促したような大パニックとしては，上記の

1996年のものと，大陸諸国で激しかった 2000年のものが

挙げられる。そこで，この 2つのパニックを境目として，

自国産牛の BSE確認を経験した時点により各国を，96年

パニックの前，両パニックの間，2000年のパニック時＋

それ以後，という 3つのグループに振り分け，それぞれ

先発国，中発国，後発国とした。図表 4ではこのグルー

プごとに確認率の動向を対比的に示した。まず英国から

ポルトガルまでの先発の 4ヶ国およびベルギー，オラン

ダの中発 2ヶ国を見ると，2002年の確認率には大きな差

があるが，ポルトガルを唯一の例外としていずれの国で

も年を追って確実に確認率が低下しており，2005年の確

認率は，これもポルトガルを除けば，いずれも 2002年の

5分の 1以下である。それに対して後発の 3ヶ国では確認

率の低下にいずれもやや乱れがあり，02年にたいする 05

年の確認率も低下してはいるが，その割合は先発の国と

比較すると芳しくない。もちろん，確認率低下の様子が

国単位で BSE経験の長さにぴったり照応しているわけで

はない。けれども，大陸の大パニック以前から自国生ま

れの BSE牛を経験して何らかの措置をとらねばならなか

った国と，おなじパニック時あるいはその後に自国生ま

れの BSE体験をした国とで，この点にかなりの差が生じ

ていることは確実に見て取れよう。BSE感染が概して生

後短い期間におこるという通説に従えば，このような相

違は，特定時点で行われた対策の有効性の度合いに応じ

てその時点以後に生まれた牛の BSE感染が制限されたこ

とに照応している筈である。

2 － 4－ 3 出生時期との関連

そこで出生時期別の BSE確認の状況に関するデータを

求め，これと，上に見た確認率の低下の様子とを照合し

てみることにしよう。

図表 5は上に検討した都合 9ヶ国につき同様の区分で

2001年から 05年の間に確認された BSE牛の出生年の分

布をあらわしたものである。対象とする検査期間が限ら

れているため，過去のすべての確認牛の出生年分布から

大きく偏るのは致し方ない。ここでの出生のピークは概
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して 1990年代半ばにあるが，この時期出生の牛は，確認

データの初年，2001年に乳牛の場合でも搾乳年齢を過ぎ

つつある。ということは表におけるピーク以前に生まれ

た牛で，この期間の検査の対象になった牛は年とともに

ごく少数の特殊な牛に限られて行った筈である。たとえ

ば極端だが英国の場合は，BSE確認のピークは 1992年か

ら 93年初めにかけてであって，それらの多くは 1980年

代半ばに出生し，確認牛の出生年分布の本当のピークを

形成していた。ようするに，ここで利用しているデータ

には，古い出生年のものほど過小に表示されることにな

るという偏りがあり，そのために BSE経験の長い国の特

徴が大きく減殺されることにはなるのだが，それでも先

発諸国とりわけ 1995年までに明瞭なピ－クを示す英国，

アイルランド，フランスの 3国と，96年以後にピークの

ある後発諸国との違いが現れている。ただしここでもポ

ルトガルはやや異例で 5年ほどにわたる高原状態を示し，

中発諸国は後発諸国との間に明瞭な相違がない。表の下

段の％表示ではそれぞれの国の確認の 10％を超える出生

年数値を強調表示した。ここでも国ごとに経験年数の差

が，出生年分布にそのまま現れるわけではないが，全体

としてみると先発，中発，後発の順に出生年分布の差が

現れているということが出来る。したがって，BSE経験

の古い国のほうが，早めに対策をとった結果として，早

めに BSE汚染を克服しつつあるのではないかという上記

の推定は，必ずしも充分でない出生年別確認数のデータ

からも裏付けられる。

2 － 4－ 4 日本の確認牛の出生年分布

以上の EU各国の比較を参考にしつつ，図表 1で見た

日本の確認率の上昇傾向にかかわって，確認牛の出生年

分布を見ることにしよう。図表 6は日本のすすべべててのの確認

牛につき，その出生年（暦年）分布を示している。「北海

道」と「北海道以外」をわけた上，BSE感染が出生後間

もない時期に集中するところから，最終飼育地による区

分とともに出生地による区分を行ってみた。これによる

と，出生地別の「北海道以外」で確認総数が少なく，明

確な傾向が読み取れないのを除くと，1996 年生まれと

2000年生まれ前後に明瞭な 2つのピークが見られる，と

いう特異な分布を示している。BSE感染は出生後まもな

くおこるとされているだけに，感染経路を考える上での

重要な特徴であり，次章であらためてあつかうことにす

る。1996年あるいはそれ以前の出生牛については，すで

に乳牛の搾乳年齢を過ぎているところから，今後の確認

が出るとしても例外的なものに止まるであろう。これに

対して 2000年前後生まれの乳牛はようやく搾乳年齢を過

ぎようかというところであり，より若い牛を含めて今後

も確認が出ることを予想しなければならない。とりわけ

2000年前後「北海道」出生のピークは，1996年のそれを

大きく上回る可能性がある。より詳しい検討は次章に譲

るとして，ここでは，前節で見た EU主要国が BSE体験

をとおしてすでに BSE確認の減衰局面に入っているのに

対して，日本は BSE体験がまだ浅いことを確認するにと

どめよう。

2 － 4－ 5 確認率における日本の位置

前項では日本の BSE確認がまだ減衰局面にはないらし

いことが EUの場合との比較で明瞭になったが，ここで

は，図表 1と図表 2が捉えた時点の確認率において日本

の BSE汚染程度を EU各国の水準と比較してみよう。EU

加盟各国間に見られた確認率の層の中に日本の確認率を

置いてみると，「A 死亡牛等検査」では，「北海道」だけ

で確認があった。2003年度は検査数が少ないため度外視

するとして，平均値や，年々上昇した 2006年度前半の確

認率はヨーロッパでは第 3群に匹敵するものだろう。全

国の確認率は，第 3群と第 4群の境界あたりに位置する

と考えられる。

「B 生体検査で症状あり」は適用規準の不安定のため，

比較することに意味がない。

「C その他」（EUでは「C 健康食用牛」）と「D 合

計」の EUとの比較には注意を要する事情がある。日本

の「C その他」は全頭検査として月齢にかかわりなく行

われているのに対して，EUでは 24ヶ月齢ないし 30ヶ月

齢より若い牛は検査対象とされないからである。低月齢

の牛の分だけ日本のこの項の検査数が多くなっているこ

とは，たとえば日本の「C その他」と EUの「C 健康

食用牛」のそれぞれの「D 合計」にたいする検査割合が，

99％と 87％と，開いていることからもうかがえる。一般

論としていえば 30ヶ月齢未満の牛に BSEが確認される確

率は極めて低いので，全体としての確認率が日本の場合

低めにあらわされることになる。比較にはこの点の考慮

も必要である。EUではおもに飼育頭数の多い国で 24ヶ

月以上の検査を実施し，「C 健康食用牛」の検査数では

72％がこの方式に属するところから，日本で同様の方式

をとった場合を計算上考えてみよう。日本で屠場に送ら

れる牛の 23％程度が 24ヶ月未満として，これを検査し

なかった場合を想定し，Cおよび D項の確認率を計算し

てみる（次頁図表 7）。この場合 2003年度に確認された異

例の若さの 2頭は確認されなかったことになり，それに
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かかわる小区分の確認率は下がるが，その他では当然確

認率が上がる。3年半分の合計について，［実際の確認率］

→［24ヶ月以上の検査の場合の確認率］という形で示す

と，上のようになり，比較に影響を及ぼすほどの相違は

出なかった。そこで図表 1の確認率と図表 7の計算結果

の両者を考慮しながら EU諸国の確認率と比較してみる。

ここでも北海道と北海道以外との間にかなりの確認率の

差があるが，北海道の確認率は EUでは第 3群と第 4群

の境界に，北海道以外は第 4群に相当し，全国の確認率

も第 4群の範囲内にある。EUでは確認の減少傾向が明瞭

であり，日本は逆であることをしばらく置いて，現状の

確認率の比較でいえば，日本の確認率は，EUの中では最

も低い部類に近いということが出来よう。

以上，EUと日本のデータの対応という限られた条件の

中で，日本の BSE確認状況が意味するところを考えてみ

た。次章ではより広い範囲のデータを用いて BSEにかん

して現在日本がおかれている状況を考えてみよう。

3 近年日本のBSE確認状況から

前章では EUとの比較により日本の BSE汚染の特徴を

捉えようとした。比較をつうじて日本の確認率が「北海

道」の数値を含めて EUの中位国（第 3群）より低めに

あると思われること，ただし EU諸国のように減衰局面

には至っていないことを認めた。また，日本の BSE確認

牛の出生年分布の特異な形も注目された。こうした点を

参考にしつつ，本章では日本の状況に集中し，より広い

範囲のデータを用いて考察する。考察としてのまとまり

を得るため，前章との論点のかさなりを気にせずにデー

タの示すところを見ていくことにしよう。

3 － 1 近年の新しいBSE確認状況

2004年ないし 05年から 06年にかけて，日本では BSE

牛の確認状況がこれまでと違う新しい様相を見せ始めた。

図表 8は BSE確認された 31頭の牛の月齢を，出生時期お

よび屠畜ないし死亡時期別にプロットしたものであるが，

これをもちいて明瞭に見て取れる事柄をまずは以下にま

とめておこう 15。

3 － 1－ 1 新しいクラスターの出現

2003年に確認され，異例に若い確認例として注目され

た 2001年産の 23ヵ月齢，および 2002年産の 21ヵ月齢

のものを例外として，03 年までに確認された患牛は，

1996 年ないしその直前に生まれた牛にかぎられていた

（上記 2頭以外の 7頭）。これに対し，2004年以降の確認

には，1996年産牛が 6頭と，前の時期に近い数が確認さ

れたものの，それを上回って，1999年後半から 2000年生

まれの牛が 15 頭と多数を占めるようになり，なかでも

2006年には 1992年産という古さでしかも和牛という極め

て異例の牛の確認例があったものの，1996年近辺産の患

牛は確認されず，そして 99年後半以後に生まれた牛の確

認数が 9頭と，前年までの同時期産牛の確認数合計を上

回るまでになっている。こうして従来注目されてきた，

1996年近辺生まれのクラスター（13頭）に加えて，2000

年近辺生まれのクラスター（15～ 17頭）が明らかになっ

てきた。そしてこの新しいクラスターの登場が，前章で

見た日本の確認率の上昇傾向をもたらしていたのである。

一般的な条件の下では患牛確認は 5～ 8歳台が多いとさ

れていることと，新しいクラスターの患牛の多くが 5歳

台以下であることとを考え合わせれば，検査態勢を変え

ない限り，今後もこれを上回る数の同時期産の BSE牛が

確認されることになるだろう 16。前章で見ておいた日本の

確認牛の出生年分布の特異な姿がより明瞭に現れている。

3 － 1－ 2 BSE確認数の増加と

屠畜時スクリーニング確認数の安定

これも前章で見たところだが，BSE確認数の増加も顕

著である。03年までは年間 2～ 4頭で，都合 9頭の確認

を見ていたものが，04年 5頭，05年は 7頭，06年は 10
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「C その他」 「D 合計」

全国 0.025→ 0.033 0.051→ 0.060

北海道 0.071→ 0.092 0.182→ 0.226

北海道以外 0.017→ 0.022 0.020→ 0.023

15 図に表した BSE確認牛 31頭のうち 3頭を例外として，他
の 28頭はすべてホルスタインの雌であって，ようするに加
齢ないし発病，死亡などにより廃用となった乳牛である。
例外の 3頭のうち 2頭は 2003年に異例の若さで確認された
ホルスタイン（去勢）であり，BSE確認牛のうちこの 2頭
だけが食肉としての用途を主目的に飼養されたものである。
他の 1頭は 2006年に確認された 1992年産 14歳と際だって
高齢の黒毛和種の雌，つまり肉用種の母牛である。出生地
別に分けると，北海道 24，関東 4，近畿 1，九州 2，と乳牛
の多い北海道に集中するが，感染源が地域的に限定されて
はいないことを示している。
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頭と漸増し，04年以降の確認数は 22頭にのぼる。ただし

屠畜場経由のスクリーニングで見つかる BSE牛の数は，

03年と 06年の 4頭を最高とし，目立った増加傾向はない。

ただし，今のところ明確な減少傾向も見られない。肉骨

粉等の飼料としての利用が法的に禁止されてから 5年で

ある。乳牛と親牛についてはまだこれから廃用をむかえ

るものが考えられるので，2，3年は同様の推移が予想さ

れる。

3 － 1－ 3 死亡牛，リスク牛の確認例

確認数の増加をもたらしているのは，北海道の死亡牛

等サーベイランスの患畜例である。06年には死亡牛等が

患畜確認の 3分の 2を占めている。なお，これまでの死

亡牛等検査における BSE確認例はすべて北海道で生まれ，

北海道で飼育された雌の乳牛に限られるが，その北海道

の死亡牛等検査は格別の扱いを受け，全面実施されたの

は全国でもっとも遅く，2004年 4月のことであった。全

面実施後は年間 4万 6千頭程度のペースで検査され，2年

半あまりですでに 10頭の患牛を確認している。これに先

だつ北海道の死亡牛検査数は，2003年 5月から翌年 3月

の間に 3,024頭と，全面化後の検査数の 10分の 1以下の

程度でしか行われず，1頭の患牛を確認したのみである

（北海道 BSE対策本部 HP）。

2000年近辺産のクラスターに限ってみると，屠畜時ス

クリーニングによる確認 6例に対して死亡牛等検査の確

認 9例で，早くから指摘されていた事柄，すなわち，BSE

汚染の程度をはっきり掴むうえでの死亡牛等検査の重要

性が明瞭に示されている。とはいえ，死亡牛等の汚染程

度が十分に示されたわけではない。出生年と検査実施時

期との関係で，このクラスターで死亡牛等検査により確

認された牛の月齢は若い方に偏り，4歳台が 2例（48ヵ

月，54ヵ月），60ヵ月台（5歳）が 5例，そして 6歳台は

75ヵ月，80ヵ月と 2例，つまり 5歳以下が多くを占めて

いる。したがって今後，時間とともにより高齢の牛に確

認が進むものと思われる。

これを以て類推すれば，1996年近辺産のクラスターで

わずかに 2頭（いずれも 8歳）しか死亡牛検査で確認さ

れていないことの不自然さが明瞭である。あり得た死亡

牛等検査の起点を 2001年 10月と考えれば，96年近辺産

の牛がちょうど 5歳にさしかかっていく，つまり感染牛

において BSE病原の蓄積の高まりに対応する時期であり，

その死亡牛等の中に相当数の患牛が潜んでいて 17，2004

年 3月までに確認を免れたその数は，その間に屠畜時ス

クリーニングで確認された 8頭をかなり上回るものであ

ったろうと思われる。

また，死亡牛等検査の対象および，屠畜場における生

前検査で何らかの症状を示していた牛を広義リスク牛と

考えると，死亡牛等検査が全面実施されて以降，すなわ

ち 2004年 4月から 06年末までに確認された 20頭のうち

14頭までが広義リスク牛であった。2000年近辺産クラス

ターに限ってみると 15頭のうち 11頭，ようするに 7割

以上が広義リスク牛であった。

3 － 1－ 4 1997，98 年産牛のBSE確認の空白

1995，96年産に明らかな確認の集中が見られながら，

翌年，翌々年産に全く確認が見られないことは，従来か

ら注目されていたが，2000年近辺産のクラスターが明確

になることによって，この空白が一層際だってきた。こ

の空白は，直ちにこの時期産の牛の非汚染を示すもので

はない。97年生まれの牛は全頭検査が始まったあと 2002

年には 5歳をむかえる。乳牛では生産年齢を過ぎようと

し，また確認数も多くなっていく時期である。この時期

多くの屠畜場が廃用牛の受入を拒否していた。また患牛

のチェックにあたった獣医が自死されるという痛ましい

事例に示されるように，BSE確認牛を出すことを忌避す

る風潮がもっとも強かった時期でもあった。受けるべき

検査を回避して処分された牛があったとすれば最も多い

時期であったろうと考えられる。しかしその意味では 6

歳をむかえる 96年産牛の方が 2002年に廃用となる条件

はより熟している。その 96年産にこの時期，確認が出て

いることを考慮すれば，汚染がなかったとは言えないと

しても，前後の時期に比較しての汚染度の低さを示すも

のと考えておそらく誤りではないだろう。このことは隣

接する前後のクラスターの汚染のあり方を考えるうえで

も留意すべきであろう。

3 － 1－ 5 1992 年産牛のBSE確認

2006 年になって確認された 1992 年産牛の BSE は，

1995年以前に日本に BSEが上陸していたことを示してい

るのかもしれない。ただしこれは肉用種の黒毛和牛であ
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16 1996年に生まれた牛は 2006年末までに 10歳になる。乳
牛の搾乳年齢をすでに超しているので，今後このクラスタ
ーの牛に確認がでるとしても，ごく例外的な場合に限られ
るだろう。他方，新しいクラスターの確認牛の中でもっと
も早く生まれたのは 1999年 7月産である。つまりこのクラ
スターは，2006年末に 7歳半前後になるものより若い牛を
中心に構成されているものと考えられるが，ちょうど乳牛
としての搾乳年齢を終えはじめた月齢にあたるところから，
当面確認数は増加するものと予想される。

17 1996年近辺産のクラスターの確認牛の中で出生年のもっ
とも遅いのは 1996年 8月産であり，最も早いのは 1995年
12月産であるが，死亡牛検査が全面化された 2004年 4月の
時点ではそれぞれ 90ヵ月齢および 98ヵ月齢に達していた。
つまり 90ヵ月齢より若い死亡牛のうちにあり得た患牛は不
十分な検査体制のためにすべて見逃されたと考えられ，ま
た，98ヵ月齢までの死亡牛の中にも検査を受けなかったも
のが相当数いたはずである。



り，また「異常プリオンタンパク質のパターンが定型的

なものでなかった」とされており，異例の確認例である

ことを考慮に入れる必要がある。

3 － 2 二つのクラスターの規模

以上 5点にわたって，BSE確認状況の概観から直接に

得られる事柄を述べてきたが，これらの事柄が示唆する

ところをもう少し考えることにしよう。

3 － 2－ 1 1996 年近辺産のクラスターの本来の規模

上記 3－ 1－ 1で，新しい 2000年近辺生まれのクラス

ターの確認数が 1996年近辺生まれのクラスターをすでに

上回っていることを指摘した。しかし，確認数が汚染度

を正確に表現しているかどうかは別問題である。2000年

近辺生まれ牛の BSE汚染度が，1996年近辺生まれ牛の汚

染度を上回ると直ちに判断するわけではない。すでに述

べたように 96年近辺生まれの患牛で確認されなかったも

のの数が相当多いと考えられるからである。ただし，こ

のクラスターの確認例の生年が 95年 12月から翌年 8月

までと限定されており，その後 99年６月までの産牛には

患牛が確認されておらず，この空白の期間の産牛に見逃

しがあったことは多いにあり得るとしてもクラスターの

期間ほどの汚染が考えられないとすれば，96年産近辺の

感染源が内生的なものであるとは考えにくいことになろ

う。外国からの比較的限られた感染源によるもとの考え

を支持する事実と考えられる。ただし，そのような限定

された感染例であっても，3－ 1－ 3で見たように，死亡

牛検査を早期に行っていたとすれば 2000年クラスターの

現時点での確認数をはるかに超える患牛が確認されてい

たはずである。2001年 10月（全頭検査開始）以前に見逃

されたであろう患畜（2001年時点で５歳台前後）をも考

慮すれば，1996年近辺生まれクラスターの患牛はおそら

く 20頭を相当上回る数であったろうと推定できる。

3 － 2－ 2 2001 年産は？

またこの先，2001年産牛にもさらに確認が出る事だろ

う。2001年は，96年生まれの乳牛が 5歳となり，感染牛

においては BSE病原の蓄積が大きく進む時期であるとと

もに，乳牛としての生産性が衰えて処分されるものが出

はじめる時期でもある。他方，感染阻止対策としては 10

月からの肉骨粉給餌の法による禁止以前にも，EU機関に

よる日本の BSEリスク評価（GBR）案 18もあって 6月か

ら，肉骨粉の混入防止策（行政指導）がやや厳しくなっ

た等のわずかな改善があったのだが，その条件が 2000年

産と大きく変わったと考えるのは楽観的に過ぎよう 19。こ

の年は，申し訳程度のサーベイランスでしか検査してい

ないため，患畜の内臓等が肉骨粉などになった公算は極

めて高い。1999，2000両年生まれの確認例がそうした内

生的な感染源によるものの先駆だったのであれば，そし

て 10月以前にこの年産牛の多くが出生しているものと考

えれば，より条件が熟した 2001年産牛の感染は，2000年

産牛の感染規模を上回る可能性もないわけではない。こ

の先何年かの間に 2000年生まれのそれと大きくは変わら

ない程度の患畜が確認されていく可能性があると考えら

れる。

3 － 2－ 3 2000 年近辺産のクラスター

今後の確認動向は，おそらく 1999－ 2001年生まれの

牛の動向に左右されよう。2002年以後生まれの牛が感染

源に触れるのは，法的規制から漏れた場合に限られ，す

でに生じていることではあるが，数的にさほど多いとは

考えられないし，また 98年以前に生まれた乳牛，母牛，

種牛などの生産年齢を終えての処分や死亡は，現時点で

はすでに少ないはずだからである。

2000年近辺生まれの新しいクラスターは，この先どの

ように確認されていくのだろうか？これまでの確認は異

例に若い 2頭を別にしても，4歳台 3頭，5歳台 9頭，6

歳台 2頭，7歳台 1頭と通常の BSE確認年齢としては若

い方にかたよっているわけで，年の経過とともにより高

齢の確認が続くことになる。96年近辺生まれクラスター

の確認例では，5歳台 3に対し，6歳台以上が 10である。

ただし 96年近辺生まれの BSE牛の本来の数は，この確認

数に，全頭検査実施以前に見のがされた主に若い病牛と

死亡牛検査の回避によってチェックされなかったより高

齢の死亡牛とが加わったもので 20，おそらく後者の数がよ

り多かったものと思われる。かりに比率を 1 ： 3 から

1： 4程度として 1999，2000年生まれに当てはめると，

それだけでこの先，数年の間に 30～ 40頭程度の確認は

覚悟する必要があるという事になる。2001 年生まれも

2000年生まれと同程度だとすると，これに 25～ 35頭程

度が加わる。

1996年近辺産，あるいはそれに先行する時期産の BSE

牛が相当数チェックされることなく処理されていったこ

とはほぼ確実である。そして死亡牛等であればそのほぼ

全体が，食用にされた牛であれば，危険部位を含む解体

残滓が肉骨粉および牛脂とされた。1996年の最大の国際

パニックを受けて農水省では 1996年 4月半ばに肉骨粉を
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18 この GBR評価案をめぐる農水省の狼狽，隠蔽等について
は，内田 2003，第 2部第 5章を参照せよ。

19 患牛第 1例確認にともなう各種対策実施において微妙な
時期である 2001年 10月 13日に生まれて，23ヵ月齢で確認
（2001年 10月）された第 8例があるが，これは「非定型」
とされているので感染経路等に関係する考察から除外しておく。

20 このクラスターの牛は，全頭検査が始まった 2001年 10
月に概して 5歳台であり，死亡牛検査が全面化された 2004
年 4月には 7～ 8歳台である。



反芻動物に給餌することをはじめて禁止することとした。

ただし検討委員会の一部専門家の「法律による禁止」の

意見を無視して行政指導にとどめ，結果的に例えば農協

系統では単協まで通知が達していない場合が多く見られ

た。肉骨粉を利用した豚や鶏の餌の牛用飼料への混入阻

止対策もあまりとられることがなかった 21。したがって

2000年以後のクラスターの感染については，先行時期の

汚染にもとづく内生的な感染源によるものである公算が

きわめて高いと考えるべきであろう。このクラスターで

既確認と推定をあわせると 70～ 90程度となる 22。これを

多いと感じる人もおられよう。しかし，相当数の患畜が

確認されずにその死体や解体残滓などが飼料化した内生

的な感染であるとすれば，汚染がもっと広範囲であって

も決しておかしくない。その意味では，行政指導として

の反芻動物由来肉骨粉の反芻動物への給餌禁止にも―

きわめて不十分なものだと批判して来たところではある

が―それなりの抑制効果があったと考えて良いのであ

ろう 23。

3 － 2－ 4 第一例確認の意義

2001年に偶然にも恵まれて第 1号患牛が見つけられた

おかげで，2002年以後の産牛については，法による規制

が守られた範囲においてではあるが，BSE感染も阻止さ

れているはずである。前項における想定があたっている

とすれば，相当大規模な汚染が本格的に現れ，それが拡

大再生産の軌道に乗ろうとするところで，第一例の確認

によりチェックされたことになる。

2001年にこの第一例が確認された当時の，BSEサーベ

イランスにかんする中央当局の姿勢からすると，この個

体を検査対象としたこと自体，いわば怪我の功名とみな

すべきものであった 24。さらに，これを見つけ，農水省畜

産部など中央機関の極度に弛緩した対応にもかかわらず

確認させるところまでもって行った千葉県家畜衛生研究

所の努力に第一例の確認はかかっていた 25。第一例確認に

よって，はるかに大規模な BSE汚染がかろうじて食い止

められたことを考えるならば，このような事実をふり返

っておくことも，この種の家畜疫病対策を考察するうえ

で重要なことと思われる。

4 むすび

以上，いささか回りくどい方法をとったが，限られた

期間の EUと日本の検査状況の比較（2 日本と EUの比

較）および日本の過去全期間の BSE確認例の検討（3 近

年日本の BSE確認状況から）をとおして日本の BSE汚染

の程度と特徴を探ってきた。日本の BSE汚染を現時点の

確認率で見るとすれば，EU諸国の中では低位の部類に位

置するということが出来るが，EU諸国がすでに確認率の

減衰の局面に入っているのに対して，日本の場合は逆で

あることが認められた。日本のこの確認率の上昇をもた

らしているのが 2000年近辺産のクラスターであって，今

後の日本の BSE確認の基本的動向はこの時期生まれの牛

により規定されるものと考えたが，その帰趨の判明には

牛の年齢を考慮すればなお数年を要するものと考えられ

る。2002年以降産については英国のいわゆる BARB26に

相当するものの出現如何にかかり，基本的には監督官庁

による規制の確実な執行および畜産関係者の遵法に依存

するが，あったとしても大勢にかかわるほどの数ではな

いことを期待している（脱稿 2007年 1月 11日）。
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21 この点，具体的には星野 2002，42ページを参照せよ。
22 食品安全委員会プリオン専門調査会が 2004年にまとめた
『日本における牛海綿状脳症（BSE）対策について　中間と
りまとめ』では「2005，6年から最大 60頭の BSE感染牛が
確認される可能性」を予想している。この文書がその後同
調査会が下してきた各種判断の主要根拠とされているとこ
ろからすれば，2005，6年の推移を見た上でこの推定の変更
の必要がないかを聞きたいところである。

23 最近の BSE確認についての当局の発表には，患牛が「肉
骨粉等の飼料原料の法的な給与規制が開始された以前に生
まれた」ものである旨のコメントが強調して付されている。
OIEの規定にかかわる記述であることがわからないではな
いが，あたかも当局が法的規制の実施前に行った行政指導
の効果についての検証を放棄したかのような表現には，そ
のあり方を批判し，気にかけてきたものとして唖然とする
ほかない。行政指導がどのように行われ，どの程度の効果
を発揮したのかについて，詳細な検討のための材料を持つ
のは当局をおいてほかにはあり得ないのだ。

24 星野 2002，32-34ページを参照せよ。
25 同上。
26 英国で反芻動物由来の肉骨粉の混入防止策が最終的に強
化された 1996年 8月以後に生まれた牛の確認例を指す。
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